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はじめに
　北海道の新規就農者数は、2004年の728人を最高に、
この12年間は約600～700人で推移している。このうち、
非農家出身で農業経営者となる新規参入者は、2004年
71名、2014年125名と増加し、2015年は126名と過去最
高を記録し、新規就農者全体の 2割以上を占めるよう
になった。新規で農業をはじめるには、農業技術や経
営等を習得するための 2年間の研修（新規就農研修）
の受講が必要である。本研修の指導・育成を担うのは、
指導農業士＊1を中心とした農業経営者や先進的農家で
ある。
　本研修に関する先行研究では、新規参入者への支援
として、高津（2008）は経営基盤を整備したサポート
体制の必要性を、農業・食品産業技術総合研究機構
（2010）は、新規参入者の支援ニーズとのミスマッチ
を防ぐことをあげる。就農後の経営定着に必要なもの
として、澤田（2012）は、研修状況、農業経験、個々
の能力や技術の習得状況に合わせた支援、小金澤ら
（2008）は、地域住民、行政、参入者をつなぐコーディ
ネーターの役割をあげる。
　北海道対象の先行研究では、担い手育成センターの
役割や育成対策、全道組織と民間組織の全体像は、黒
澤（2010）に詳しく、北海道農業公社（2013）は、地
域別の取り組みや研修、支援事例を報告する。田崎
（2013）は、若年就農者の農業体験と就農の関係を、
甫ら（2004）は、就農までの、段階的な支援による研
修の意義や地域コミュニティへの参入の重要性を示し
た。また、担い手育成の視点で、中小企業診断協会北
海道支部（2012）は、農業経営のベテランが保持する
形式知（客観的で言語化できる知識）や暗黙知（言語
化できない、経験や勘に基づく知識）の可視化や担い
手育成の計画、就農支援の仕組みを明確にする必要性
を述べている。
　このように、本研修についての先行研究は多数ある
が、研修の「指導者や指導・育成」に焦点をあてた調
査・研究は遅れている。

新規就農研修における
指導・育成の現状と課題
～農業者人材育成プログラム
実証研究（農業指導者調査）
から～

＊ 1 　指導農業士
　経営実績が優れ、かつ、担い手の育成に強い熱意と指導性があり、地域
のリーダーとしても活躍が期待される農業者を知事が認定するもの。農業
の担い手になろうとする者の研修の受入、指導、助言を行うことが役割と
して期待されている。
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＊ 2 　旭川市との調査
「旭川市農政部・大阪教育大学 合同調査　新規就農・農家研修等に関するア
ンケート（2013年実施）」と「旭川市農政部・大阪教育大学合同調査　農家
研修・担い手育成に関するアンケート調査（2015年実施）」及び、アンケー
ト調査実施後のインタビュー調査。

＊ 3 　遠慮と自己抑制
相手への配慮の気持ちがあり、主張すべきことを我慢して本音を伝えずに
いる状態。インタビュー調査で散見され、筆者が名づけた。

て、2016年 6 ～ 7 月に実施した。指導農業士679名と、
指導農業士以外で直近 5年間に研修生の受入実績のあ
る農家97名を対象（配偶者も含む）とした。質問票は
1,552票（封筒776通）、発送・回収とも郵送で行い、
回収は、79通（10.2%）、個票130（8.4%）であった。
個票130票のうち、「新規就農希望の農業研修生の受入
の経験がある」と回答した86名（66%）を対象として
分析する。
調査結果
1　指導者像
　年齢は、60歳以上57%、就農年数は、35年以上62%と、
【経験豊かではあるが高齢者層】が多い。就農以前に
職業経験がある者は52%である。認定資格では、指導
農業士47%、就農アドバイザー10%、青年就農給付金
受給研修生研修農家16%、「農の雇用事業（農業法人
等就業実践研修支援事業）実施農家15%などである。
2　研修生の受入状況
　これまでに受け入れた研修生は、 1名21%、 2 名
27%、 3 ～ 5 名31%、 6 名以上21%と、指導者の約 8
割以上が複数の研修生を受け入れている。この結果か
ら、研修生の指導・育成は、【選抜された一部の指導
者が、継続的に研修生を受け入れる構造】であること
がわかった。
3　指導・育成の現状
　本研修の指導者資格要件は特段設けられておらず、
「指導・育成」の研修も基本的には準備されていない。
　この環境下で、自治体担当者等は、研修生の指導・
育成役を指導農業士などの農業経営者に依頼する。指
導者の役割は、農業技術指導だけではなく、研修生が
地域やJA（農業協同組合）部会での人間関係を構築す
るための橋渡し、農地探し、日常生活等の支援等である。
①　研修生の受入をはじめて打診されたときの気持ち

　研修生の受入をはじめて打診されたときの気持ち
は、図 1のとおり（記入総数46）である。「立場上、
断れないと思った65%」、「いろいろ教えたいと思った
54%」、「ぜひやってみたいと思った41%」など、受け

　本研究「農業者人材育成プログラム開発に関する実
証研究」は、非農家出身者が新規参入に向けて農業技
術等を習得するための新規就農研修（以下、本研修）
の現状と課題を明らかにし、課題解決のためのプログ
ラムを開発・試行することを目的とする。農業界だけ
では限界のある「農業者の人材育成」を、教育的な視
点でのアプローチと企業等で用いる人材育成の手法を
導入した、実践的で効果的な方法を検討する。
　本プログラムの焦点は、「指導者の指導・育成力の
向上」である。指導・育成の課題と指導者の要望に対
応した支援内容であることで、新規参入をめざす多様
な研修生への適切な対応が可能になり、担い手の確保
と育成に寄与することができると考えている。
　しかし、本研修の受入実態や指導者に関する情報が
不十分であることから、北海道全域の指導者を対象と
したアンケート調査を実施した。
　本調査前に実施した旭川市との調査＊2結果（以下、
旭川）から、指導・育成の状況と自治体等の担当者と
指導者との関係で、以下のことが明らかになった。①
受入窓口の自治体は、指導者と研修生の仲介者として
の役割を十分には果たしていない。②研修生は、「研
修は満足」と回答する一方、指導者の指導・育成（理
論立てた説明や教え方、承認行動等）に対する評価は
低く、指導者の自己評価とのギャップが大きい。③指
導者、研修生の双方が「遠慮と自己抑制＊3」により葛
藤を抱えたケースが多く、相互理解のためのコミュニ
ケーションが不足していた（田崎（2015））。
　これらの課題を解決することで、「指導者の指導・
育成力の向上」と「指導者、研修生双方への支援（ス
トレス軽減、関係性の向上等）」につながることが期
待できる。そこで、旭川市の課題が北海道内の課題で
あるのかを検証する方法で調査を実施した。本稿では、
①本研修の指導者像、②指導者の指導・育成の現状、
③指導者が必要とする支援、を中心に報告する。
調査の概要
　調査は、北海道農政部、北海道農業公社の協力を得
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入れを打診（実質的な指名）されたときは、責任と誇
り、覚悟と意欲などの気持ちが入り混じった様子がう
かがえる。また、指導・育成への不安（教えられるか
どうか心配・不安だった70%）を 7割が示していた。

　「ぜひやってみたいと思った」うち 1人を除き、研
修生との相性や農業の理解度を把握する必要を感じて
いない。「いろいろ教えたいと思った」うちのほとんど
は、教える心配・不安を感じていないこともわかった。
②　研修生を受け入れた後の気持ち

　研修生を受け入れた後の指導者の気持ちは、肯定的、
否定的・困惑的な気持ちが混在していた（表 1、2）。

　 7割近くが研修生の受入を肯定的に受けとめ、約 4
割が研修生の態度・姿勢や仕事ぶりに感心を示してい
た。指導者は、「社会人経験のある研修生から学ぶこ
とが多かった（自由記述・複数）」と研修生からの学
びの状況が明らかになった。また、やりがいがある一
方、指導・育成の難しさを約 8割が実感していた。研

修開始前の「教える心配・不安」は、受入後には、「指
導・育成は難しい」との認識に変化していた。

③　指導・育成に対する自己評価（ 5点尺度）

　指導・育成の評価項目は、中原（2010）の職場で人
が他者から受ける支援項目等を参考に筆者が作成し
た。調査結果から、指導者は、自身の指導・育成を以
下のように認識していた（（　）は自己評価の平均）。「仕
事を任せるとき、仕事全体との関係を説明（3.9）し、
指示をわかりやすく伝えている（3.9）」、「質問しやす
い雰囲気をつくり（3.8）、成果をほめている（3.7）」、「少
し難しい仕事も任せ（3.8）、次の仕事への改善点を聞
くようにしている（3.9）」であった。
　本調査結果を旭川と比較すると、「励ましの言葉」
と「ふりかえりの機会を与える」以外の項目で、若干
ではあるが評価が高かった。指導者の自己評価と研修
生の評価の差が大きい旭川を踏まえ、指導者の自己評
価だけではなく、研修生からの評価も実施して、指導・
育成の客観性をみることが必要である。
4　指導者の指導・育成力向上への支援
①　指導・育成に関する研修会の参加状況

　「新規就農・担い手育成、指導等の研修会等」への
参加は、農業改良普及センターの研修会54%、JA生
産部会の研修会33%、知人の指導者との交流28%、（総
合）振興局主催の研修会25%等であった。本研修の指
導者は、JAや地域の役員を務めるリーダー的立場の
人たちであり、地域の集まりや研修会への参加率は
100%に近い。したがって、研修会等への参加が少な
いのではなく、本テーマによる研修会の開催自体が少
ないと考えることが妥当であるだろう。
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図 1　研修生の受入をはじめて依頼されたときの気持ち（複数回答）

表 1　肯定的な心境

表 2　否定的・困惑的な心境
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受け入れてよかった 67%
指導・育成はやりがいがある 50%
指導・育成は楽しい 13%
信頼関係が築けた 41%
研修生の態度・姿勢に感心した 48%
研修生の仕事ぶりに感心した 35%

否定的、困惑的な心境
受け入れなければよかった 7%
指導・育成は難しい 78%
研修生となじめない 9%
研修生の態度・姿勢にがっかりした 24%
研修生の仕事ぶりにがっかりした 9%
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②　「指導・育成力向上」に対して求める支援

　「情報共有・コミュニケーション」と「教え方、指導・
育成」に焦点をあて、「研修受入前の対応や支援」、「勉
強・セミナー等の実施による支援」、「研修中の対応や
支援」について質問した。
　A　研修受入前、研修中の対応や支援：指導者の約
4割は、指導者と研修生、研修生と自治体担当者等（支
援者側）、指導者と自治体担当者等との意思疎通や情
報共有が不十分であり、これらの機会を持つための支
援を求めていることがわかった。
　B　勉強・セミナー等の実施による支援：「教え方
（指導・育成の仕方）全般35%」、「コミュニケーショ
ンのとり方全般27%」など、受講機会は 3割程度が希
望している。「指導・育成は難しい約 8割」に対し、「指
導・育成力向上のための勉強・セミナー」の要望は 3
割程度である。聞き取り調査から、「農業経営者は、
一国一城の主

あるじ

のため、他者の意見は聞きたがらない傾
向がある」ことも踏まえて、指導者の「指導・育成」
に対する考えで、つぎの点が示唆された。
　①自分の指導・育成のやり方で問題はない。②指導・
育成は、自分の経営方針に基づき自分のやり方でやる
ものなので他の意見を聞く必要はない。③指導者の立
場であるから、誰かから教えてもらう必要はない。④
「教えてもらうことは、自分ができないこと」になるので、
教わりたくない。
考察
　本研修の指導者は、【経験豊かではあるが高齢者層】
で、【選抜された一部の農業経営者が継続的に研修生
を受け入れる構造】であった。離農者の増加、新規参
入者増加の現状から、指導者を戦略的に「養成」し、
指導・育成力向上のための段階的な「育成システムと
サポート体制」の確立が必要と考える。
　具体例として、若手（30歳半ば～40歳代前半）農業
経営者の中から指導候補者を選抜し、組織的に指導者
の養成を行う。指導者の 7、 8割が「教え方、指導・
育成への心配・不安、難しさ」と回答していることか

ら、「新任農業指導者研修：研修生の指導・育成の基
本（教え方、伝え方、大人の教育・指導のポイント等）」、
その後、「指導・育成のふりかえりとフィードバック」
などの育成プログラムの準備を考えたい。
　指導者支援のサポートとして、①研修生と指導者の
農業像（研修生の農業キャリアイメージ、指導者の農
業観、農業人生）の共有の機会と場、②研修期間中の
見回り（研修生だけではなく、指導者の話も聞く）、
③指導者、研修生、新規就農者の 3者複数での「情報
共有と本音での話し合い」の機会と場、などの提供を
積極的に行ってほしい。
　今後、「農業者人材育成プログラム」の「養成編」「育
成編」「支援者編」等を開発、試行し、実証研究を進
める予定である。
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